
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度 事 業 報 告 書

位赳壁塾匿塾型堕2ヱ上ユユ≦互ヱ _」坐生三型

1 事業の成果
第 14期の 2022年度 (2022年 4月 1日 ～2023年 3月 31日 )に実施した事業の概要と結果は、以

下の通りである。
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・3つの公益信託 (ACT、 川上基金、今井基金)の事務局活動を通じ、アジアの開発途上国で活動する現

地 NGOおよび日本の国際協力 NGOへの助成申請事業の公募、受付、申請資料の整理、助成先団体か

らの前年度事業の完了報告書のとりまとめ、申請団体との連絡と確認、運営委員会/諮問委員会資料の

作成、当該公益信託の運営委員会・諮問委員会等への報告業務等を行った。

2022年度中も、新型コロナウイルスの感染拡大の影響が続き、ACT、 川上基金の助成事業の海外の

事業現場でのモニタリング活動ができなかったが、Eメ ールとオンライン会議ツールを活用し、助成

先団体との連絡を密に行った。

。自主事業 「権利を奪われたス トリー トチル ドレン支援プログラム」では、現地パー トナー団体

(Chidhope Philippines Foundation,Inc.、 以下チャイル ドホープ)と連携し、「路上で暮らす若者の

自立支援プロジェクト」を実施し、職業技術やライフスキル (日 常生活の様々な問題に前向きに対処す

る力)を学ぶ機会を提供した。2023年 2月 には代表理事と事業担当者がフィリピンの事業地を訪問し、

現地で活動を行った。このほか、現地の若者と日本の支援者、市民を結ぶオンライン・イベントを開催

した。

(一社)アジア宗教者平和会議東京 (ACRP東京)と の共同事業「フィリピンの “ストリー トチル ド

レンZERO"キャンペーン」では、現地の連携候補先団体の現地調査や準備会合を重ね、2023年 4月

のキャンペーン開始に向けた準備活動を行った。
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。「日比 NGO協働推進」では、日比 NGOネ ットワーク (JPN)か ら事務局の委託を受け、以下の業務
を行った。(1)学習会を含む JPN正会員 。準会員間の情報交換・経験共有の推進、(2)フ ィリピン

社会とその人々、およびフィリピンに関わる日本の NGOの 協力活動等についての国内での理解促進
と支持者拡大を目的とした公開学習会の開催、ウェブサイ トとSNSによる情報発信、問い合わせへの

対応。

。「日本企業との連携による途上国地域開発事業の推進」では、パナソニック (株 )、 インドネシアの現地

NGO・ YDDと の三者による共同事業の第 2フェーズ (2020年 2月 ～)と して、「西カリマンタン辺境

地域での太陽光発電電気を活用した生計開発モデルの開発」事業のフォローアップ活動を行った。



知識・_情報の普及推進事業

・「広報・啓発事業」では、当団体ウェブサイ トのほか、SNS(Twitter、 Facebook、 Instagram)での発

信、外部イベントヘの参加のほか、アジアや国際協力への理解促進や、ACC21支援者の拡大を目的と
して、ACC21が もつアジア各国とのネットワークを活用し、オンラインで現地の人々や NGOリ ーダ
ーと日本の市民が交流できるオンライン・イベント「アジアの現場から"学ぶ旅"シ リーズ」の開催を 2

回開催した 。

活動と実績についてわかりやすく報告した冊子版の「年次報告書」の発行、メールマガジン (原則月

1回)の配信を通じ、会員、寄付者、協力者、関係者、ほか広く一般に情報普及をはかるとともに、支

援の呼びかけを行った。

さらに、「SDGsと 知識・情報普及の推進に向けた広報、ファンドレイジング戦略の策定」の一環と

して、2023年 1月 より「中長期計画」(～2030年度)において、団体のビジョン・ミッションの見直

し、それらと個別事業の関係性の言語化、目指すべき財務構成 。支援者基盤とその実現のための会員・

寄付制度の見直しを行った。

政策・制度変革のため.の堡重事業

。(特活)国際協力 NGOセンター (JANIC)の正会員、日比 NGOネ ットワーク (JPN)の正会員、グ
ローバル連帯税フォーラムの正会員、NGO一 労働組合国際協働フォーラムの会員 (「広報タスクチーム」
への参加)、 「認定NPO法人振興会」(事務局 :(特活)セイエン)の会員として政策提言活動に参加し

た。

旦陛堕左1艶量∠泌塑宣成

。「日韓みらい若者支援事業」は、日本の若者たちが日韓の過去の歴史を直視し、在日コリアン (そ して

将来的には韓国の若者たち)の参加を得て日韓両国の若者の間での共通の歴史観を育み、それを基礎に

2国間関係の未来を志向する姿勢そして能力を身に付けるのを支援し、そのネットワークを広げていく

ことを目的に、(特活)Asia Commons亜洲市民之道と共同で実施している。

2022年度は、学習会活動を4回、“語り場"活動を 4テーマ (グループ)で実施したほか、「元Jリ

ーガー安英学さんと語る。日韓の若者と私たちが描く未来」と題し、2022年度の活動の成果発表と関

係者の交流を目的とした「フォーラム」を 1回開催した (2023年 4月 に実施)。 また、「日韓関係ダイ

レクトリー」発行のためのアンケー ト調査、小冊子を発行した。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【22,650】 千円)
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奪 わ
た 人
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層
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を
れ
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資
よ
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援

金 お
び そ
他 支
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「κT推進事業」
(受託事業)
アジアの現地 NGOが
実施する事業に助成
する公益信託アジア・
コミュニティ・トラス

だ多
因L

助
の

2022

左F:4月

ハψ 23

年 3月

日本国内、

アジア5カ

国

4人

フ ィ リ ピ

ン、インド

ネシア、イ

ンド、スリ

ランカ、カ

ンボジアお

よ び 日本

(28助 成

事業)

約 1.3万人 8,841

「今井記念海外協力
基金」事務局活動 (受

る
の

益
2022

年 4月

ハV 23

年 3月

日本国内、

ア ジ ア諸

国 (5カ国)

2人

日本の国際

協 力 NG07

団体が実施

する事業地

(5ヵ 国、7

助成事業 )

約 1,500人 783

「川上甚蔵記念国際
文化教育振興基金」
事務局活動 (受託事
業)
アジアの現地 NGOが
実施する事業を助成
する公益信託「川上甚
蔵記念国際文化教育
振興基金」の事務局活
動(2023年度申請事業
の公募、運営委員会資
料作成、助成先団体、
受託行との連絡調整 )

2022
年 4月

23年 3
月

フ ィ リ ピ
ン、日本国
内

1人
フィリピン

現地 NG01
団体と事業
対象地 (ブ
キ ドノン州
タラカッグ
ミュニシパ

リティMiar
ayonバラン
ガイ)住民

先住民族の子ども計
200人 213



◆

「権利を奪われたス
トリーートチル ドレ
ン支援プログラム」
フィリピンの路
上で暮らす若者
の自立支援プロ
ジェクト
若者の小規模起
業家育成

0

2022

年 4月

ハV 23

年 3月

フ ィ リピ

ン (マニラ

首都圏 )、

日本国内

6人

フィリピン

(マニラ首

都圏)

現地 NG02団体と、路
上で暮 らす若者 41
人

5,196

「権利を奪われたス

トリーートチル ドレ
ン支援プログラム」

◆ フィリピンの“ス

トリーヽ トチル ド
レン ZERO"キ ャ
ンペーン (共同事
業)

2022

年 4月

ハV 23

年 3月

フ ィ リピ

ン (マニラ

首都圏 )、

日本国内

6人

フィリピン

(マニラ首

都圏)

不特定多数 (キャン
ペーン事業)

1,052

関 係 団
体 間 お
よ び 人
の 交 流
お よ び

協力・協
働 関 係
の 構 築
事業

「日比 N∞ 協働推進
事業」
1)日比 NGOネ ットワ
ーク (PDの事務局
活動 (受託事業)
正会員 0準会員間
の情報交換 。経験共
有等の推進、フィリ
ピ ン社 会 とそ の

人々、およびフィリ
ピンに関わる日本の
NGOの協力活動等に
ついての国内での理

解促進と支持層の拡
大

2)日比 NGOネ ットワ
ークの協働事業への
参加 (自主事業)

2022

年 4月

～  23

年 3月

日本国内 3人

フィリピン

に関わる日

本とフィリ

ピ ン の
NGO、 一般市

民

不特定多数 408



「日本企業との連携
による途上国地域開
発事業の推進」(共同
事業)
パナソニック (株 )、 イ
ンドネシアの現地鵬0
「Yayasan Dian iDesa
Baru」 と当団体によ
る共同事業「西カリマ

ンタン辺境地域での

太陽光発電利用と生
計向上のモデルづく
り」のフォローアップ
活動

2022

年 4月

～  23

年 3月

日本国内、

イ ン ドネ

シア

2人

インドネシ

ア西カリマ

ンタン州セ

ミタウ副県

(12村 )、

スハイ ド副

県 (11村 )

住民約 5,000世帯 1,106

知識・情
報 の 普
及 推 進
事業

「広報 0啓発事業」
(自 主事業)
・ウェブサイ ト、SNS

を通じたアジア開発
途上国の現状に関す
る情報提供と活動参
加への呼びかけ
。冊子版の年次報告
書発行
。メールマガジン (計
18回 )の発行
。オンライン・イベン

トの開催
。講師派遣

2022
年 4月

23年 3
月

日本国内 4人

国際協力に
関心をもつ

日本国内、
海外 (英文
サイ ト訪問
者)の一般
市民

不特定多数 537

「SDGsと知識 0情報
普及の推進に向けた
広報、ファンドレイ
ジング戦略の策定」

2023
年 1月

3月

日本国内 4人

国際協力に

関心をもつ

日本国内、
海外 (英文
サイ ト訪問
者)の一般
市民

不特定多数
465

政策・制
度 変 革
の た め
の 提 言
事業

(特活)国際協力 NG
Oセンター (JANIC)
正会員、日比 NGOネ
ットワーク (JPN)の
正会員、グローバル

連帯税フォーラムの
正会員、NGO―労働組
合国際協働フォーラ
ムの会員としての政
策提言活動への参加

2022
年 4月
ハV23
年 3月

日本国内 4人 フィリピン
国民、フィ
リピン現地
NGO、 フィリ
ピンに関わ
る日本のNG
O、

貧 困 者 一

般、
日本の非営
利活動団体
など

不特定多数 53



国 際 協
力 に携
わ る人
材育成

!日 韓みらい若者支
援事業」 (共同事業)
学習会、"語 り場"、 フ
ォーラムの開催、日韓
関係に携わる市民団
体関係者 との関係づ

くり、小冊子の発行、
ダイレクトリー編集

2022
年 4月

23年 3
月

東 京 4人 日韓の市民
協力に関わ
る 市 民 団
体、学術関
係者、大学
など

約 200人
ほか関心をもつ市

雰恣
体など(不特定 3,363

「国際協力 NGOスク
ール」 (自主事業)

国際協力 NGOに携わる

人材の育成を目的 と

した、大学、教育機関

の学生等を対象 とし

た講座、講演会

2022
年 4月
ハV23
年 3月

3人

神田外語学
院、亜細亜
大学、中央
大学、コー
プみらい、
ア ー ユ ス

(イ ベ ン

ト)、 J四 学
習会

約 300人 30

調 査 研
究事業

「募金型公益信託の

国際協力における役
割と展望～誰もが参
加できる国際協力の

インフラづくりと提
百～」
募金型公益信託が増
加するための、望まし
い条件、環境、アプロ
ーチ (遺贈、相続財産
の活用を含む)の検
証、「新公益信託法」に
対する提言

2022
年 4月

23年 3
月

東 京 都 文
京区、大阪
市、京都市

2人

日本国内の
一般市民・

企業、信託
銀行等公益
信託の受託
者など

不特定多数 598

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)
疋款 に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

2022年 度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
・ コ ユ _

・
単位 :円

A

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2
受取寄付金
受取寄付金振替額 (日 韓みらい若者支援事業)

9,187,725
16,500

受取助成金 3,582,573

4
受託事業収益
自主事業収益

10,370,646
146,500

5
共同事業負担金収益 2,113,805

受取利息
為替差益
雑収入

26
1,315
38,228

常 収 益 計 25,839,31

給料手当
賞与
通勤交通費
法定福利費
福利厚生費

10,235,431
717,751
465,837
1,528,471
23,553

外部委託費
５

８

４

８

４

２

７

謝金

印刷製本費
会議費
旅費交通費 638,531

483,693通信運搬費
消耗品費
事務用品費
賃借料
広告宣伝費
図書費
保険料
諸会費
租税公課
支払手数料
雑支出
支払寄付金等

８

７

０

１

４

５

１

７

３

３

５

２

９

４

２

　

　

６

４

８

B

給料手当
賞与金

役員報酬
通勤交通費

８

４

０

０

３

７

０

４

０

　

２



科 目 金  額 小計・合計

15,439
238

4,973
6,210
7,600
114,551
176,576
203,722
76,000
23,512
99,250
577,800
221,580
206
54,537

1,566,517

2.417.53(

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
事務用品費
修繕費
賃借料
諸会費
租税公課
支払手数料
雑損失
雑支出

常 費 用 計

福利厚生費

2

25,068,085

①当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 771=233

C

D

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ―【D】 Ⅲ… ②
ｎ

ｖ

771.233
70,000
3.388.263

期 繰 越 一 般 正 味 財 産 額 ③―④+⑤ 4,089,496

II.指定正味財産増減の部

受取寄付金

受 取 寄 付 金 計 … ⑥

16,500

16,500

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額・… ⑦ △ 16,500

額
∞　雌

額

額

味

減

産

‐

増

財

正

産

味

定

財

正

着

味

定

１

正

指

越

定

越

繰

指

繰

鋼
Ⅵ

期

期

，

当

前

次

ｎ
ｖ

Ａ
ｕ
　

Ａ
Ｕ

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 4,089,496

0
⑤

法人税、住民税及び事業税
前期繰繊正味財産箱  ・・



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特中非営利活動洪 人アジ7 コミュニティ ロセンター21

科
□
日 金  額 小計・合計

【A】 資 産 の 部

【A】 資 産 合 計 ①+②

8,240,356
1,567,156
79,569

91887,081

ｎ

Ｖ

9,887,081

【B】 負 債 の 部

【B】 負 債 合 計 ③+④

1,631,099
3,841,577
113,909
70,000
141,000

5,797,585

5,797,585

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

5,797=585

【C】 正 味 財 産 の 部

【C】 正 味 財 産 合 計 ⑤+⑥

16,500
△  16.500

ｎ
Ｕ

3,388,263
701.233

4,089,496

4,089,496

【D】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B】 +【 C】 9,887,081

現金預金
未収金

棚卸資産

①

2

定資産合計 ②

未払金
前受金

預り金
未払法人税等
未払消費税

囲IIヨ 田 ③

2

固定負債合計 ④

いアジア

指定正味財産合計口・・⑤

一般正味財産合計・ 口・⑥
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事 業 報 告 用2022年 度  計算書類の注記

特定非営利活動法人アジア ロコミュニティロセンター21

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
リース資産  償却年数5年による定額法

(2)リ ース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・ リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によつている。

(3)消費税等の会計処理
消費税は税込み経理によっています。

2.事 業別損益の状況 (別紙参照)

3.使途等が制約された寄付金等の内訳
使途等が制約された寄付金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は4,230,496円 ですが、そのうち1,800,000円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は2,430,496円 です。

当期増加額 当期減少額 備考内容 期首残高 期末残高

1,438,488 3,824,500

300,000

225,000

395,765

500,000

500,000

16,500

700,000

0

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

3, 000

395,423

1,000,000

3,462,988

300,000

225,000

395,765

1,800,000

当期増加額に生活協同組合コープみら
い「子ども。子育て支援基金」からの
寄付金3,600,000円 を含む。
期末残高は翌期に使用予定の支援用資
金 (以下同じ)

「フィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェクト」への助成

「フィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェクト」への助成

「フィリピンの路上で暮らす若者の自
立支援プロジェク ト」への助成 (未収
金)

395,423
Panasonic NPO/NGOサポー トファンド
for SDGs[海外助成]

ACT関連事業、管理費への指定寄付000

「日韓みらい若者支援事業」への助成

「日韓みらい若者支援事業」への助成

「若者、市民による日韓関係課題の学
びの記録と共有事業」 (日 韓みらい若

「アジア若者みらい基金」 (指
定正味財産)か らの振替額 (日 韓みら

0

0

への助成

し

1,000,000

500,000

500,000

16,500

700,000 と展望」 (調査事業)への助成0

615

一般正味財産

権利を奪われたス

トリーートチル ドレ
ン支援プログラム
ヘの寄付

(公財)大阪コ
ミュニティ財団
助成

日本労働組合総連
合会「連合・愛の
カンパ」中央助成

独)国際協力機構
(JICA基金)助成

パナソニック
ホールディングス

(ltlkl)

個人からの寄付

(一財)MRAハ ウ
ス 助成
(特活)アーユス
仏教国際協カネッ
トワーク「街の灯」
支援金

(一財)大竹財団
助成

日韓みらい若者支
援事業への寄付

(公財)ト ラス ト
未来フォーラム

助成



指定正味財産

アジア若者みらし
基金

16,500 16,5000

1「アジア若者みらい基金」 (指
味財産)への寄付 (日韓みらい若

4 の

り^

5.固定資産の増減内訳
(単位 :円 )

リース資産
Fortigateセキュリティ

ｎ

Ｖ

取 得 減 少 期末帳簿価額

ｎ

Ｖ

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

に ないため個人情報保護の観点から金額の明示を
しています。

7 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事業費と管理費の按分方法

明確に分けられない共通経費のうち、「通信運搬費」「賃借料」「減価償却費」、「人件費」は従事割合に、「印刷
製本費」はコピー複合機のカウンターから算出した割合に応じて按分しました。詳細は別紙参照。

内   容 金  額
経常収益への振替額
「アジア若者みらい基金」から「日韓みらい若者支援事
業」に対する振替額

16,500

合   計 16,500

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人ルの政弓|

382,000
9.204.225

72,000
125.824

30,000
15.000
45.0009,586,225 197,824

1,279,839
598.244
1,878,083

17,500
77 619

(活動計算書)
受取会費
受取寄付金
活動計算書計

通信運搬費
活動計算書計

諸謝金
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年 度 財産目録
事 業 報 告 用

」lillLilil::」 i!l::」|:|:||[:||:!1」 liillii」 |!|||ll力 lilli.1」 !:、_:ii!:!:_」 :::2_:i!::L_:L_::::1_::::|_:ユ :二 ::三二:iii::_::11:___:__:」 !::::::`生

`il_:::=21

1

現金預金

手元現金
タト貨  (IDR. 1,467,000, INR. 131, KHR. 4,000)
普通預金 みずほ銀行 駒込支店
普通預金 みずほ銀行 駒込支店「ACC21緊急復興支援」
普通預金 三井住友銀行 巣鴨支店
振替口座 (当座預金)ゆ うちょ銀行○一九店 (ゼロイチキュウ店)
振替口座 (当座預金)ゆ うちょ銀行○一九店 (ゼロイチキュウ店)ACC21緊急復興支援
振替口座 (当座預金)ゆ うちょ銀行○一九店 (ゼ ロイチキュウ店)ア ジア若者みらい基金

66,877

13,

1,653,

1,

5,733,

756,

1,101

未収金

助成金 (JICA基金「フィリピンの路上で暮らす若者の自立支援プロジェクト」)
雑収入 (すつきり寄付)
2022年度正会員会費 (1名 )

印刷・通信費 (日比N00ネ ットワーク)

395,

36,

12,

9,

貯蔵品 すつきり寄付 (未使用切手)
貯蔵品 すつきり寄付 (未使用/書き損じ′ヽガキ)
貯蔵品 すつきり寄付 (その他 :未使用テレホンカー ド、プリベイドカー ドなど)
貯蔵品 (事務所在庫 :レターパック、未使用切手、未使用ハガキ)

15,317

339

2,000

61,913

1

)

8,240,356

1,567,156

79,

9.38′ .081

【A】 資 産 合 計 ①+② 9,887,001

【B-1】 負 償 の 部

433,615

382,023

296,100

149,518

142,500

27,561

50,880

5,679

71,524

9,038

13,000

4,497

30,774

14.390

1,631,099

1,000,000

225,000

1,000,000

1,604,577

12_000

3,841,577

75,942

37_967

113,909

70,000

141.000

70,000

141,000

5,797,585

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 51797,585

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 4,089,496



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2022年 度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並び
にこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

堕塑壁塾匿聖五堕釜狂二Lユ三豊三二生L上≧生二生|

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Й以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1
監事
イ トウミチオ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

2022年 4月 1日

2023年 3月 31日伊藤道雄

2
監事 シミズキョウコ

2022年 4月  1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年清水恭子

3
監事

z.A+-? t) 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日鈴木真里

4
監事
ナガハタマコト 2022年 4月  1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日長畑 誠

5
監事
ハマダタダヒサ 2022年 4月  1日

2023年 3月 31日

年  月 日

日年 月漬田 忠久

6
監事
イシマルサ トコ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年  月  日石丸智子

7
監事

==E I- E u={
2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年 月

月

日

日年湯本浩之

8
監事
アキオテルマサ 2022年 4月 1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年 月 日秋尾晃正

9
理事 7A+24 3 2022`年4月  1日

2023年 3月 31日

年  月  日

年 月 日鈴木英子

10 理事・監事
年 月 日

年 月 日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人Z皇盈:■1三聾聾≡互宣二重笙:笙:量:」!ユ

氏   名

1
秋尾晃正

2 伊藤道雄

3 岩崎信夫

4 太
田達男

5
小松諄悦

6
重松淳子

7 清水恭子

8 鈴木真里

9 長畑 誠

10
福田綾子

11

12


